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合併後 10 年の検証
　平成16年11月１日に旧西条市、東予市、丹原町、小松町の２市２町が合併し、
新「西条市」が誕生して今年度で10周年を迎えたことから、各種指標や住民アン
ケートの結果をもとに合併の検証を行いました。

市 の 概 況

～概要版～

１　人口および世帯数
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65歳以上 世帯数
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○平成15年度と25年度との比較では
　3,262人、人口が減少しています。
○少子高齢化が進み、年少人口、生
　産年齢人口は減少し、高齢者人口
　は増加しています。
○核家族化の進展や高齢単身世帯の
　増加により、世帯数は増加してい
　ます。

２　財政状況

○三位一体改革以降、税収は増加したものの、普通交付税などが
　大幅に減少しました。
○歳出削減のために、投資的経費などを抑制した一方で、扶助費
　（社会保障経費）が大幅に増加しています。
○リーマンショック後の普通交付税の復元や、人件費、公債費な
　どを削減した結果、防災・減災対策や扶助費の増加に対応しな
　がら、健全財政を維持しています。
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億円 歳入・歳出決算額の推移（普通会計）
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普通建設事業費の推移
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■普通会計
　一般会計と企業会計以外の
特別会計を合わせた会計で、
各地方公共団体の財政状況の
把握や地方公共団体間の比較
をするのに適しています。
■普通建設事業費
　公共施設の建設事業に必要
とされる投資的な経費です。
■扶助費
　生活保護法、児童福祉法な
どに基づく被扶助者への支給
などの経費です。

145.7 161.4

０

50

100

150

200

H15 H25
法人市民税
その他
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歳入・歳出性質別決算額の変化
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（単位：億円）

歳　出　合　計 420.5 469.2 48.7

歳　入　合　計 437.2 494.6 57.4

歳入の性質 H15年度 H25年度 増減

歳出の性質 H15年度 H25年度 増減歳出の性質 H15年度 H25年度 増減

①

③③

②②

④

④45,339 ④49,464

※以降のグラフ中「H○○」の表記は全て年度
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合併後10年の検証　～概要版～

２　住民サービス・利便性の向上
　　各種住民サービスについては、合併時の調整により、原則、負担は低く、サービス水準は高い合

　併団体に合わせた形で実施することとした結果、特に福祉分野などにおいては、総じてサービスの

　水準は高くなっています。

（１）合併時に拡大または合併以降に新たに実施した主な事業

（２）住民サービスの統一状況
　　　　上下水道料金については、統一が図られていないため、現在統一に向けた取り組みを進めて

　　　います。また、国民健康保険税および介護保険料については、合併翌年度の平成17年度に統一

　　　されたものの、医療費の増加や高齢化に伴う要介護者の増加などにより、増加傾向にあります。

合 併 の 効 果

健康診査事業
（合併時に全域に無料化を拡大）

新図書館整備事業

ビバ・スポルティア
ＳＡＩＪＯ整備事業

ウイングサポート
センター整備事業

小中学生歯科医療費
助成事業

休日夜間急患センター
整備事業

高齢者路線バス
利用助成事業

石根公民館整備事業

市民の皆さんが暮らしやすく

なるために、さまざまな事業

に取り組んでいます！

２

合 併 の 効 果
１　行財政基盤の強化（行財政の効率化）
　　合併に伴うスケールメリットにより、標準財政規模の拡大が図られるとともに、財政基盤が強化

　され、さらに人件費などの圧縮によるコスト削減に加え、財政調整基金の積み増しを行うなど、安

　定的な財政運営に努めています。

　　また、投資的経費の圧縮や、交付税措置率の高い有利な合併特例債の活用などにより、収入に対

　する負債返済の割合を示す実質公債費比率を大幅に改善させるとともに、地方債の現在高について

　も、縮減を図っています。

平成15年度実績を基にした人件費削減額の累計（普通会計）

平成15年度実績水準
人件費総額の実績
平成15年度との差
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（単位：百万円）
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■臨時財政対策債

　地方交付税の一

部を振り替えて発

行される特例地方

債です。

■財政力指数
　地方公共団体の財政力

を示す指数で、この指数

が大きいほど財政的に余

裕があるとされます。

■標準財政規模
　地方公共団体の通常収

入されると見込まれる経

常的な一般財源の規模を

示します。

■実質公債費比率
　一般会計などが負担す

る元利償還金などの、標

準財政規模に対する比率

です。

■財政調整基金
　年度間の財源の不均衡

を調整するために積み立

てる基金です。

新西条
旧西条
旧東予

旧小松
旧丹原

（各年度４月１日現在）

臨時財政対策債①

その他③③

合併特例債②②
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今 後 の 取 り 組 み
　行財政基盤の強化を主目的とした平成16年の２市２町による合併後、本市では
スケールメリットを生かした広域的なまちづくりに取り組んできましたが、住民
アンケートなどにより合併後の課題を抽出した結果、おおむね次の３点に集約さ
れたことから、今後も課題の解決に向けた取り組みを進めていきます。

住民アンケートなどから
明らかになった課題

課題解消に向けた対応策

行財政の効率化

○今後大量に更新時期を

　迎える公共施設

○普通交付税の減少や、

　今後も見込まれる社会

　保障経費の増加

○行財政の効率化が不十分

行政サービス・
利便性の維持向上

○支所職員数の減少に

　よるサービスの低下

○自主的・主体的な住民

　活動が不十分

○本庁・支所間の連携・連絡調整の強化

○公民館機能の充実など

　による利便性の向上

○市民との協働による

　地域課題解決への

　取り組み

市全体でバランス
の取れた発展

○周辺部を中心とした

　インフラ整備の遅れ

○新市の一体感の醸成

　が不十分

○合併特例債など財源の

　有効活用

○地域の特性・バランス

　に配慮した事業展開

※「合併後10年の検証」（本編）は、市ホームページに掲載します。

　http://www.city.saijo.ehime.jp/khome/gyoseikaikaku/index.html

■問合せ　市庁舎本館３階　行政改革推進課　地域振興係

　　　　　TEL0897－52－1346 （広報さいじょう平成27年３月号折込）

人がつどい、まちが輝く、快適環境実感都市

創ろう　最上のまち西条を！　～最高峰　石鎚のふもとで～

人がつどい、まちが輝く、快適環境実感都市

創ろう　最上のまち西条を！　～最高峰　石鎚のふもとで～

○公共施設の統廃合を含めた総合的な検討

○空きスペースなどの

　有効活用

○産業振興などによる

　歳入増加への取り組み

○一層の行財政改革に

　よる経費の削減
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